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B) 過年度調査との比較（時系列） 
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＜時系列比較結果についての見方＞ 

環境にやさしいライフスタイル実態調査は、平成 13 年度、平成 14 年度、平成 15 年度、

平成 18 年度、平成 19 年度、平成 20 年度、平成 21 年度、平成 22 年度、平成 24 年度（本

調査）の計 9 回行われている。調査方法は各年度によって異なっており、単純に経年比

較する困難であるが、平成 20 年度調査にて性別、年代の属性に関して総務省統計局の人

口推計値を用いて補正を行い、経年比較を試みている。その際は、年代別及び性別でそ

れぞれ補正をしているが、ここでは、特に補正前後でデータの変動の大きい年代別の補

正結果を用いで、時系列比較を行っている。なお、平成 22 年度、24 年度は国勢調査結果

と一致するように割付を行った上でデータを得ているため、同様の補正を行ってもデー

タにほとんど変化はないため、実施していない。 

なお、上記の補正を行っても設問が調査年度によって若干異なることや、サンプリン

グバイアス、測定誤差等があるため参考としての比較である。 

補正に関しては、各年度とも調査実施月における総務省統計局の人口推計値を用いて

補正を行っており、郵送調査であった平成 13 年度～平成 15 年度調査に関しては、性別、

年代別ともに無回答であるものを除いている。重み付けの値（ウエイト値）と補正後の

標本数（規正標本数）は以下のとおりである。 
ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 49,100,000 48.3% 607 49.4% 0.98 593
女性 52,620,000 51.7% 622 50.6% 1.02 636

101,720,000 100.0% 1,229 100.0% - 1,229

年代 20代 17,660,000 17.4% 110 8.9% 1.95 215
30代 17,480,000 17.2% 146 11.8% 1.45 212
40代 16,080,000 15.8% 196 15.9% 1.00 195
50代 19,270,000 18.9% 288 23.3% 0.81 234
60代 15,370,000 15.1% 322 26.1% 0.58 187
70代以上 15,870,000 15.6% 174 14.1% 1.11 193

101,730,000 100.0% 1,236 100.0% - 1,236

国勢調査推計値（H14.3）
平成13年度

ライフスタイル実態調査
規制標本数

合計

合計

ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 49,500,000 48.2% 574 48.6% 0.99 570
女性 53,120,000 51.8% 608 51.4% 1.01 612

102,620,000 100.0% 1,182 100.0% - 1,182

年代 20代 17,160,000 16.7% 104 8.8% 1.91 198
30代 18,020,000 17.6% 151 12.7% 1.38 208
40代 15,840,000 15.4% 188 15.9% 0.97 183
50代 19,240,000 18.7% 307 25.9% 0.72 222
60代 15,610,000 15.2% 284 23.9% 0.64 180
70代以上 16,750,000 16.3% 152 12.8% 1.27 194

102,620,000 100.0% 1,186 100.0% - 1,186

合計

合計

国勢調査推計値（H15.6）
平成14年度

ライフスタイル実態調査
規制標本数
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ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 49,660,000 48.2% 586 47.3% 1.02 597
女性 53,350,000 51.8% 652 52.7% 0.98 641

103,010,000 100.0% 1,238 100.0% - 1,238

年代 20代 16,670,000 16.2% 118 9.5% 1.71 201
30代 18,360,000 17.8% 177 14.2% 1.25 222
40代 15,740,000 15.3% 212 17.0% 0.90 190
50代 18,960,000 18.4% 287 23.1% 0.80 229
60代 15,920,000 15.5% 288 23.1% 0.67 192
70代以上 17,370,000 16.9% 163 13.1% 1.29 210

103,020,000 100.0% 1,245 100.0% - 1,245

平成15年度
ライフスタイル実態調査

規制標本数

合計

合計

国勢調査推計値（H16.6）

ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 50,136,000 48.2% 1,080 57.1% 0.84 911
女性 53,861,000 51.8% 810 42.9% 1.21 979

103,997,000 100.0% 1,890 100.0% - 1,890

年代 20代 15,252,000 14.7% 345 18.3% 0.80 277
30代 18,927,000 18.2% 612 32.4% 0.56 344
40代 15,673,000 15.1% 350 18.5% 0.81 285
50代 19,036,000 18.3% 283 15.0% 1.22 346
60代 15,905,000 15.3% 166 8.8% 1.74 289
70代以上 19,202,000 18.5% 134 7.1% 2.60 349

103,995,000 100.0% 1,890 100.0% - 1,890

合計

合計

国勢調査推計値（H19.2）
平成18年度

ライフスタイル実態調査
規制標本数

ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 50,228,000 48.2% 795 48.9% 0.99 784
女性 53,985,000 51.8% 832 51.1% 1.01 843

104,213,000 100.0% 1,627 100.0% - 1,627

年代 20代 14,938,000 14.3% 274 16.8% 0.85 233
30代 18,727,000 18.0% 332 20.4% 0.88 292
40代 16,012,000 15.4% 266 16.3% 0.94 250
50代 18,164,000 17.4% 308 18.9% 0.92 284
60代 16,493,000 15.8% 306 18.8% 0.84 257
70代以上 19,877,000 19.1% 141 8.7% 2.20 310

104,211,000 100.0% 1,627 100.0% - 1,627

合計

合計

国勢調査推計値（H20.2）
平成19年度

ライフスタイル実態調査
規制標本数

ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 50,300,000 48.2% 1,149 52.3% 0.92 1,059
女性 54,060,000 51.8% 1,048 47.7% 1.09 1,138

104,360,000 100.0% 2,197 100.0% - 2,197

年代 20代 14,640,000 14.0% 446 20.3% 0.69 308
30代 18,500,000 17.7% 460 20.9% 0.85 390
40代 16,240,000 15.6% 471 21.4% 0.73 342
50代 17,370,000 16.6% 445 20.3% 0.82 366
60代 17,260,000 16.5% 311 14.2% 1.17 363
70代以上 20,330,000 19.5% 64 2.9% 6.69 428

104,340,000 100.0% 2,197 100.0% - 2,197

合計

合計

国勢調査推計値（H21.2）
平成20年度

ライフスタイル実態調査
規制標本数

ウエイト値

人数 割合（％） 人数 割合（％） - 人数 割合（
- [Ａ] [n] [B] [Ａ/B] [n]×[Ａ/B] -

性別 男性 50,280,000 48.2% 800 50.0% 0.96 771
女性 54,110,000 51.8% 800 50.0% 1.04 829

104,390,000 100.0% 1,600 100.0% - 1,600

年代 20代 14,310,000 13.7% 220 13.8% 1.00 219
30代 18,190,000 17.4% 280 17.5% 1.00 279
40代 16,480,000 15.8% 252 15.8% 1.00 253
50代 16,590,000 15.9% 255 15.9% 1.00 254
60代 17,970,000 17.2% 275 17.2% 1.00 275
70代以上 20,850,000 20.0% 318 19.9% 1.00 320

104,390,000 100.0% 1,600 100.0% - 1,600

合計

合計

国勢調査推計値（H22.2）
平成21年度

ライフスタイル実態調査
規制標本数

 



 

338 

1. 環境問題に関する意識について（問 1）  

1-1 近年の環境の状況についての実感（問 1-1） 

図表 1 近年の環境の状況についての実感 
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1-2 近年の環境改善を実感する理由（問 1-2） 

図表 2-1 近年の環境改善を実感する理由（地域レベル） 
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地球温暖化対策が成果を上げているから

オゾン層対策が成果を上げているから

酸性雨対策が成果を上げているから

黄砂対策が成果を上げているから

海洋の汚染の対策が成果を上げているから

森林対策が成果を上げているから

砂漠化対策が成果を上げているから

大気汚染対策が成果を上げているから

騒音・振動対策が成果を上げているから

悪臭対策が成果を上げているから

都市の中心部で気温が高くなるヒートアイランド対策が成果を上げているから

水質汚濁対策が成果を上げているから

土壌汚染対策が成果を上げているから

地盤沈下対策が成果を上げているから

廃棄物などの発生量抑制策が成果を上げているから

不法投棄など廃棄物の不適正な処理対策が成果を上げているから

廃棄物などの最終処分場整備が進んでいるから

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染対策が成果を上げているから

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）対策が成果を上げているから

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然環境保全対策が成果を上げている

から

人々の生活の身近にある自然環境保全対策が成果を上げているから

野生生物や希少な動植物の保護対策が成果を上げているから

事故由来放射性物質による環境汚染対策が成果を上げているから（＊1）

その他

平成22年度 (n= 396) 平成24年度 (n= 447)
 

 

(＊1) 平成 24 年度から設問追加 
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図表 2-2 近年の環境改善を実感する理由（国レベル） 
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地球温暖化対策が成果を上げているから

オゾン層対策が成果を上げているから

酸性雨対策が成果を上げているから

黄砂対策が成果を上げているから

海洋の汚染の対策が成果を上げているから

森林対策が成果を上げているから

砂漠化対策が成果を上げているから

大気汚染対策が成果を上げているから

騒音・振動対策が成果を上げているから

悪臭対策が成果を上げているから

都市の中心部で気温が高くなるヒートアイランド対策が成果を上げているから

水質汚濁対策が成果を上げているから

土壌汚染対策が成果を上げているから

地盤沈下対策が成果を上げているから

廃棄物などの発生量抑制策が成果を上げているから

不法投棄など廃棄物の不適正な処理対策が成果を上げているから

廃棄物などの最終処分場整備が進んでいるから

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染対策が成果を上げているから

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）対策が成果を上げているから

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然環境保全対策が成果を上げている

から

人々の生活の身近にある自然環境保全対策が成果を上げているから

野生生物や希少な動植物の保護対策が成果を上げているから

事故由来放射性物質による環境汚染対策が成果を上げているから（＊1）

その他

平成22年度 (n= 304) 平成24年度 (n= 333)
 

 

(＊1) 平成 24 年度から設問追加 
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図表 2-3 近年の環境改善を実感する理由（地球レベル） 
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地球温暖化対策が成果を上げているから

オゾン層対策が成果を上げているから

酸性雨対策が成果を上げているから

黄砂対策が成果を上げているから

海洋の汚染の対策が成果を上げているから

森林対策が成果を上げているから

砂漠化対策が成果を上げているから

大気汚染対策が成果を上げているから

騒音・振動対策が成果を上げているから

悪臭対策が成果を上げているから

都市の中心部で気温が高くなるヒートアイランド対策が成果を上げているから

水質汚濁対策が成果を上げているから

土壌汚染対策が成果を上げているから

地盤沈下対策が成果を上げているから

廃棄物などの発生量抑制策が成果を上げているから

不法投棄など廃棄物の不適正な処理対策が成果を上げているから

廃棄物などの最終処分場整備が進んでいるから

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染対策が成果を上げているから

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）対策が成果を上げているから

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然環境保全対策が成果を上げている

から

人々の生活の身近にある自然環境保全対策が成果を上げているから

野生生物や希少な動植物の保護対策が成果を上げているから

事故由来放射性物質による環境汚染対策が成果を上げているから（＊1）

その他

平成22年度 (n= 100) 平成24年度 (n= 92)

 

 

(＊1) 平成 24 年度から設問追加 
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1-3 近年の環境悪化を実感する理由（問 1-3） 

図表 3-1 近年の環境悪化を実感する理由（地域レベル） 
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黄砂による被害が広がっているから

海洋の汚染が進んでいるから

森林が減少しているから

砂漠化が進んでいるから

大気汚染が進んでいるから

騒音・振動による被害が広がっているから

悪臭による被害が広がっているから

都市の中心部で気温が高くなるヒートアイランド現象が増加しているから

水質汚濁が進んでいるから

土壌汚染が進んでいるから

地盤沈下が進んでいるから

廃棄物などの発生量が増加しているから

不法投棄など廃棄物の不適正な処理が増加しているから

廃棄物などの最終処分場がひっ迫しているから

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染が進んでいるから

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）の生物への影響が広がっているから

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然が減少しているから

人々の生活の身近にある自然が減少しているから

野生生物や希少な動植物が減少あるいは絶滅しているから

事故由来放射性物質による環境汚染が発生したから（＊1）

その他

平成21年度 (n= 382) 平成22年度 (n= 496) 平成24年度 (n= 571)
 

(＊1) 平成 24 年度から設問追加 
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図表 3-2 近年の環境悪化を実感する理由（国レベル） 
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20.1

44.7

47.3

37

27.9

22.1
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45.6

36.1

4.7

56.8

26.3

17.2

36.5

36.4

40.4

8.3

32.6

16.9

8.4

57.7

27.1

30.7

29.3

43.4

40.5

42.1

28.6

21.7

23

38.8

33.9

59.4

7.3

0% 20% 40% 60% 80%

地球温暖化が進んでいるから

オゾン層の破壊が進んでいるから

酸性雨による被害が広がっているから

黄砂による被害が広がっているから

海洋の汚染が進んでいるから

森林が減少しているから

砂漠化が進んでいるから

大気汚染が進んでいるから

騒音・振動による被害が広がっているから

悪臭による被害が広がっているから

都市の中心部で気温が高くなるヒートアイランド現象が増加しているから

水質汚濁が進んでいるから

土壌汚染が進んでいるから

地盤沈下が進んでいるから

廃棄物などの発生量が増加しているから

不法投棄など廃棄物の不適正な処理が増加しているから

廃棄物などの最終処分場がひっ迫しているから

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染が進んでいるから

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）の生物への影響が広がっているから

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然が減少しているから

人々の生活の身近にある自然が減少しているから

野生生物や希少な動植物が減少あるいは絶滅しているから

事故由来放射性物質による環境汚染が発生したから（＊1）

その他

平成21年度 (n= 816) 平成22年度 (n= 1,075) 平成24年度 (n= 1422)
 

 

(＊1) 平成 24 年度から設問追加 
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図表 3-3 近年の環境悪化を実感する理由（地球レベル） 
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40

51.4
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31.1
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32.5
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36.2
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5.9
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59.9

35.5

43.4

49.8

64.5

59.1

63.6
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11.3

29.7

32.1

28.5

19.3

33.6

26

21.5

33.5

24.7

50.9

34.4

50.5

29

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地球温暖化が進んでいるから

オゾン層の破壊が進んでいるから

酸性雨による被害が広がっているから

黄砂による被害が広がっているから

海洋の汚染が進んでいるから

森林が減少しているから

砂漠化が進んでいるから

大気汚染が進んでいるから

騒音・振動による被害が広がっているから

悪臭による被害が広がっているから

都市の中心部で気温が高くなるヒートアイランド現象が増加しているから

水質汚濁が進んでいるから

土壌汚染が進んでいるから

地盤沈下が進んでいるから

廃棄物などの発生量が増加しているから

不法投棄など廃棄物の不適正な処理が増加しているから

廃棄物などの最終処分場がひっ迫しているから

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染が進んでいるから

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）の生物への影響が広がっているから

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然が減少しているから

人々の生活の身近にある自然が減少しているから

野生生物や希少な動植物が減少あるいは絶滅しているから

事故由来放射性物質による環境汚染が発生したから（＊1）

その他

平成21年度 (n= 1,151) 平成22年度 (n= 1,481) 平成24年度 (n= 1960)
 

 

(＊1) 平成 24 年度から設問追加 
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1-4 関心のある環境問題（問 1-4） 

図表 4-1 関心のある環境問題 
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46.6 

23.3 

54.8 
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34.1 

44.9 

24.8 

54.7 

76.4 

61.7 

40.7 

33.2 

47.9 

24.1 

46.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地球温暖化（＊1）

オゾン層の破壊

酸性雨

黄砂（＊2）

海洋の汚染

森林の減少

砂漠化

大気汚染（＊1）

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600)
平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,626) 平成18年度(n=1,890)
平成15年度(n=1,244) 平成14年度(n=1,185) 平成13年度(n=1,236)

 
 

（＊1） 平成 13 年度のみ設問が異なる 

（＊2） 平成 15 年度から設問追加 
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図表 4-2 関心のある環境問題 
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33.7 

22.5 

48.2 
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25.5 

15.7 

44.9 

41.3 

32.4 

21.5 

41.6 

50.6 

23.3 

14.9 

33.2 

50.6 

26.8 

9.5 

47.3 

55.5 

24.2 

15.2 

48.0 

24.4 

15.2 

47.9 

53.0 

18.3 

11.4 

48.4 

24.1 

12.9 

51.4 

52.8 

0% 20% 40% 60%

騒音・振動（＊1）

悪臭（＊1）

都市の中心部で気温が

高くなるヒートアイランド現象（＊2）

水質汚濁（＊1）

土壌汚染

地盤沈下

廃棄物等の発生量増加（＊3）

不法投棄など廃棄物の不適正な処理

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600)
平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,626) 平成18年度(n=1,890)
平成15年度(n=1,244) 平成14年度(n=1,185) 平成13年度(n=1,236)

 

 

（＊1） 平成 13 年度のみ設問が異なる 

（＊2） 平成 15 年度から設問追加 

（＊3） 平成 13～15 年度、平成 18～20 年度、平成 21～24 年度で設問が異なる 
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図表 4-3 関心のある環境問題 
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31.7 
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40.2 

47.3 

32.5 

33.8 
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31.3 

3.4 

46.5 

46.2 

31.9 

30.1 

40.2 

27.6 

4.5 

47.6 

50.4 

34.7 

33.4 

41.5 

30.3 

3.9 

0% 20% 40% 60%

廃棄物などの最終処分場のひっ迫

ダイオキシンなどの有害な化学物質による環境汚染

内分泌かく乱化学物質（環境ホルモン）の生物への影響（＊1）

原生林や湿地帯などといった手つかずの自然の減少

人々の生活の身近にある自然の減少

野生生物や希少な動植物の減少や絶滅

事故由来放射性物質による環境汚染（＊4）

その他・無回答

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600)
平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,626) 平成18年度(n=1,890)
平成15年度(n=1,244) 平成14年度(n=1,185) 平成13年度(n=1,236)

 

 

（＊1） 平成 13 年度のみ設問が異なる 

（＊4） 平成 24 年度から設問追加 



 

348 

2. 環境問題への取組に関する意識（問 2）  

2-1 環境問題への取組に対する考え方（問 2-1） 

図表 5 環境問題への取組に対する考え方 

（｢大変そう思う｣、｢ややそう思う｣の合計） 
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89.4 
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59.4 

66.8 

87.3 

84.0 

0.0 

92.6 

83.1 

87.0 

90.3 

0.0 

69.7 

88.4 

84.6 

0.0 

93.5 

84.7 

88.9 

92.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境保全の取組を進めることは、

経済の発展につながる。（＊1）

日常生活における一人ひとりの行動が、

環境に大きな影響を及ぼしている。（＊2）

大量消費・大量廃棄型の生活様式を

改めることは重要である。（＊3）

環境に配慮した製品やサービスを

選ぶことは重要である。（＊3）

地域の人たちが協力して、その地域の環境保全

活動に取り組むことは地域コミュニティの活性化

にもつながるので重要である（＊4）

大人にも子どもにも、環境保全について理解を

深めるための環境教育や環境学習は重要である。（＊5）

環境に関わる情報を分かりやすく、効率的・効果的に

提供することは重要である。（＊5）

我が国が、国際社会において環境面からの

積極的な寄与・参加を行うことは重要である。（＊3）

行政が環境保全に関する施策を進めるに当たっては、

施策を考える段階から、国民も積極的に参加

できるようにする必要がある（＊2）

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600) 平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,627)

平成18年度(n=1,890) 平成15年度(n=1,238) 平成14年度(n=1,182) 平成13年度(n=1,229)  

（＊1） 平成 14 年から設問追加 

（＊2） 平成 13～15 年度で設問が異なる 

（＊3） 平成 13～20 年度、平成 21～24 年度で設問の文言が異なる 

（＊4） 平成 18 年度から設問追加、平成 18～20 年度、平成 21～24 年度で設問が異なる 

（＊5） 平成 13～15 年度、平成 18～20 年度、平成 21～24 年度で設問が異なる 
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2-2 環境保全行動の実施状況・実施意向（問 2-2） 

図表 6-1 環境保全行動の実施状況 

（｢すでに行っており、今後も引き続き行いたいと思う｣、｢すでに行っているが、今後はあまり行いたいとは思わない｣の合計） 
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48.7 

25.7 
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60.4 

0.0 

35.4 

0.0 

29.4 

19.6 

0.0 

0.0 

15.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常生活において節電等の省エネに努める（＊1）

日常生活においてできるだけごみを

出さないようにする

不用品をバザー、フリーマーケット、ガレ ージセール等の

リユース、リサイクルにまわす

ごみは地域のルールに従ってきちんと分別して出すようにする

運転の際には、不必要なアイドリングや空ぶかし、急発進はしない（＊2）

日常生活において節水に努める（＊3）

油や食べかすなどを排水口から流さない（＊2）

買い物の時は、製品に含まれる化学物質を成分表示で確認して選んでいる

自然環境を保全する観点から、皮革製品を購入する際に希少な野生生物の皮革製品か

どうかを考慮したり、有機農産物や間伐材を使用した製品を購入したりする（＊2）

物・サービスを購入するときは環境への影響を考えてから選択する（＊4）

地域における環境保全のための取組に参加する（＊5）

体験型の環境教育・環境学習活動に参加する（＊6）

講習会等で得た環境保全に関することを実践する（＊2）

環境に対してよいと思うことを知人や友人に伝えたり広めたりする（＊3）

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600) 平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,627)

平成18年度(n=1,890) 平成15年度(n=1,267) 平成14年度(n=1,211) 平成13年度(n=1,248)

 

（＊1） 平成 13～15 年度、平成 18～20 年度、平成 21～22 年度、平成 24 年度で設問の文言が異なる 

（＊2） 平成 18 年度から設問追加 

（＊3） 平成 13～15 年度、平成 18～22 年度で設問の文言が異なる 

（＊4） 平成 13～14 年度、平成 15～22 年度で設問の文言が異なる 

（＊5） 平成 21～22 年度のみ設問が異なる 

（＊6） 平成 18 年度から設問追加、平成 18～20 年度、平成 21～22 年度で設問が異なる 
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図表 6-2 環境保全行動の実施意向 

（｢すでに行っており、今後も引き続き行いたいと思う｣、｢これまで行ったことはないが、今後は行いたいと思う｣の合計） 
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88.8 

71.8 

60.3 

61.9 

46.5 

45.5 

52.2 

50.7 

96.5 

91.5 

72.8 

95.6 

73.9 

95.0 

93.7 

80.1 

68.5 

71.8 

56.9 

56.4 

63.1 

60.2 

95.3 

90.6 

70.8 

94.5 

74.2 

92.2 

90.6 

69.0 

62.3 

69.0 

54.3 

53.9 

62.2 

60.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常生活において節電等の省エネに努める（＊1）

日常生活においてできるだけごみを

出さないようにする

不用品をバザー、フリーマーケット、ガレージセール等の

リユース、リサイクルにまわす

ごみは地域のルールに従ってきちんと分別して出すようにする

運転の際には、不必要なアイドリングや空ぶかし、急発進はしない（＊2）

日常生活において節水に努める（＊3）

油や食べかすなどを排水口から流さない（＊2）

買い物の時は、製品に含まれる化学物質を成分表示で確認して選んでいる

自然環境を保全する観点から、皮革製品を購入する際に希少な野生生物の皮革製品かど

うかを考慮したり、有機農産物や間伐材を使用した製品を購入したりする（＊2）

物・サービスを購入するときは環境への影響を考えてから選択する（＊4）

地域における環境保全のための取組に参加する（＊5）

体験型の環境教育・環境学習活動に参加する（＊6）

講習会等で得た環境保全に関することを実践する（＊2）

環境に対してよいと思うことを知人や友人に伝えたり広めたりする（＊3）

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,627) 平成18年度(n=1,890)
 

 

（＊1） 平成 13～15 年度、平成 18～20 年度、平成 21～22 年度、平成 24 年度で設問の文言が異なる 

（＊2） 平成 18 年度から設問追加 

（＊3） 平成 13～15 年度、平成 18～22 年度で設問の文言が異なる 

（＊4） 平成 13～14 年度、平成 15～22 年度で設問の文言が異なる 

（＊5） 平成 21～22 年度のみ設問が異なる 

（＊6） 平成 18 年度から設問追加、平成 18～20 年度、平成 21～22 年度で設問が異なる 
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2-3 環境保全で最も重要な役割を担う主体（問 2-3） 

図表 7 環境保全で最も重要な役割を担う主体 
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3.9 

2.7 

3.3 

3.6 

4.3 

4.3 

4.3 

24.5 

23.9 

25.4 

31.7 

33.2 

29.7 

25.4 

27.7 

26.6 

1.1 

1.3 

1.4 

1.0 

1.1 

4.3 

1.4 

1.0 

1.3 

4.3 

3.8 

2.8 

4.8 

2.7 

1.0 

5.9 

6.1 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度(n=2,631)

平成22年度(n=2,067)

平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,198)

平成19年度(n=1,626)

平成18年度(n=1,890)

平成15年度(n=1,244)

平成14年度(n=1,185)

平成13年度(n=1,236)

国民 事業者 民間団体 地方公共団体 国 その他 わからない・無回答  
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2-4 自然とのふれあいについて（問 2-4） 

(1) エコツーリズムの認知度 

図表 8 エコツーリズムの認知度 

13.7 

18.0 

21.5 

19.0 

15.8 

19.5 

50.4 

51.5 

47.1 

46.6 

43.3 

43.0 

35.9 

30.4 

31.4 

34.4 

40.9 

37.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度(n=2,631)

平成22年度(n=2,067)

平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,627)

平成18年度(n=1,890)

意味を知っている 聞いたことはあるが意味は知らない 聞いたことがない
 

 

 
(2) 自然とのふれあいについてのニーズ 

図表 9 自然とのふれあいについてのニーズ 

19.8 

20.0 

20.9 

21.0 

28.5 

27.0 

26.8 

39.0 

38.8 

40.3 

41.7 

40.7 

41.8 

39.3 

36.4 

37.0 

34.3 

32.9 

28.0 

28.0 

30.3 

1.9 

1.5 

1.7 

1.0 

1.0 

1.3 

0.8 

2.9 

2.7 

2.7 

3.3 

1.7 

1.9 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度(n=2,631)

平成22年度(n=2,067)

平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,626)

平成18年度(n=1,890)

平成15年度(n=1,244)

自然とのふれあいを今より大幅に増やしたい 自然とのふれあいを今より多少増やしたい

今と同程度の自然とのふれあいを維持したい 自然とのふれあいが今より多少減ってもかまわない

自然とのふれあいを特に必要だとは思わない・無回答
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(3) 自然とのふれあいを増やすために必要なこと 

図表 10 自然とのふれあいと増やすために必要なこと 
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59.5

28.8

13.8

17.1

21.4

20.2

34.2

45.2 

61.9 

27.2 

12.1 

16.7 

21.9 

18.5 

35.8 

46.7 

61.8 

29.1 

12.2 

18.7 

23.8 

21.8 

38.8 

57.3 

53.2 

32.7 

15.2 

13.5 

16.3 

23.2 

30.1 

3.5 

59.0 

54.3 

42.0 

20.0 

15.9 

16.2 

24.4 

33.2 

55.7 

55.8 

35.1 

15.7 

15.7 

16.4 

25.4 

31.6 

51.3 

48.0 

45.1 

18.2 

11.3 

10.1 

17.8 

28.6 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80%

身近に整備された自然とふれあうための場所

自然環境の保全・育成

自然とふれあうための行事や催し物

自然とふれあうためのビジターセンター

（利用案内館）などの施設

自然環境にかかわるボランティアの機会

環境教育・環境学習等の機会

自然とのふれあいをテーマに企画された

ツアーやパック旅行

自然に関する情報の提供

その他・無回答

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600) 平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,627) 平成18年度(n=1,890) 平成15年度(n=1,238)
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(4) 過去 1 年間に経験した自然関連の旅行 

図表 11 過去 1 年間に経験した自然関連の旅行 

25.4

5.7

6.2

9.4

4.9

23.4

16.5

49.1

23.1 

5.0 

5.1 

11.2 

5.3 

23.1 

16.8 

48.0 

27.5 

6.4 

7.3 

11.1 

7.1 

30.2 

20.2 

40.9 

26.0 

6.1 

9.0 

15.9 

8.6 

25.4 

13.3 

47.6 

29.0 

7.0 

11.2 

18.1 

11.2 

31.1 

17.0 

38.5 

29.1 

7.6 

11.0 

20.8 

11.2 

30.4 

16.1 

35.4 

23.5 

5.7 

7.2 

15.0 

8.3 

33.5 

16.9 

31.6 

4.9 

0% 20% 40% 60%

自然に浸り、その美しさを愛でる旅行

自然の成り立ち、動植物の生態に理解を深める旅行

動植物の観察旅行

山登りなどアウトドア活動の旅行

キャンプなど野外生活を体験する旅行

自然に囲まれた旅館やホテルでゆったり滞在する旅行

自然とともに、その地域の歴史や風土を学ぶことを

目的とした旅行

上のような旅行はどれもしていない

その他

平成24年度(n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600) 平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,627) 平成18年度(n=1,890) 平成15年度(n=1,238)
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(5) 今後の自然関連の旅行頻度に関する意向 

図表 12 今後の自然関連の旅行頻度に関する意向 

40.1 

40.8 

42.2 

43.2 

55.4 

55.5 

38.6 

55.3 

55.2 

54.9 

53.1 

41.9 

41.8 

21.9 

4.7 

4.0 

2.9 

3.7 

2.8 

2.7 

0.9 38.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度(n=2,631)

平成22年度(n=2,067)

平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,627)

平成18年度(n=1,890)

平成15年度(n=793)

今よりも多く行きたい 今と同じ程度でいいと思う 今よりも少なくしたい 無回答
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3. 環境問題に関する情報についての評価（問 3-1）  

図表 13 環境情報への満足度 

（｢十分満足している｣、｢まぁ満足している｣の合計） 
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22.0 

11.3 

11.7 

16.6 
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11.3 
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14.8 

31.3 

31.9 

29.5 

29.4 

20.0 

21.2 

21.1 

19.1 

21.6 

30.0 

24.1 

17.7 

17.0 

17.1 

17.8 

23.6 
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23.3 

24.0 

15.9 
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15.6 

13.1 

16.6 

25.5 

19.3 

13.3 

13.0 

14.3 

15.4 

32.5 

33.8 

30.6 

31.2 

23.1 

21.3 

21.2 

18.6 

22.9 

29.7 

23.6 

19.3 

17.8 

20.8 
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21.4 
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18.3 

17.8 

10.5 

9.5 

8.7 

7.6 

11.3 

16.0 

15.4 

10.2 

10.4 

13.5 

17.0 

21.3 

18.9 

18.0 

17.6 

10.2 

8.2 

8.1 

7.9 

12.2 

17.4 

16.0 

7.9 

9.0 

12.4 

15.7 

23.0 

25.7 

27.5 

15.2 

9.5 

9.9 

14.4 

25.7 

20.6 

9.8 

7.5 

16.0 

0% 10% 20% 30% 40%

地域環境の情報

地球環境問題の情報

環境問題が生活に及ぼす影響

日常生活が環境に及ぼす影響（＊1）

開発事業が周辺環境に及ぼす影響（＊1）

環境問題に対する国や地方公共団体の政策

企業の環境保全に関する取組状況

企業の事業活動に伴う環境汚染物質、廃棄物などの環境の負

荷に関する情報

世界的な環境保全の動き

暮らしのなかでの環境保全のための工夫や行動

購入する製品・サービスの環境負荷に関する情報

環境問題に困った場合の地方公共団体等の相談窓口に関す

る情報

環境保護団体の情報

展示会・講演会・セミナーなどの案内（＊1）

自然とふれあうための施設やイベントについ ての情報

平成24年度 (n=2,631) 平成22年度(n=2,067) 平成21年度(n=1,600) 平成20年度(n=2,197) 平成19年度(n=1,627)

平成18年度(n=1,890) 平成15年度(n=1,267) 平成14年度(n=1,211) 平成13年度(n=1,248)

 

（＊1） 平成 14 年度から設問追加 
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4. 環境行政に関する意識（問 4）  

4-1. 国の環境行政への評価（問 4-1） 

図表 14 国が行っている環境行政への満足度 

（｢十分満足している｣、｢まぁ満足している｣の合計） 
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28.5 
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32.3

35.9 

36.5 

31.8 

32.0 

33.7 

27.5 

30.3 

34.4 

9.9

13.2 

11.1 

18.7 

20.7 

18.8 

10.6 

12.3 

10.7 

13.8

8.2 

5.4 

22.2 

11.0 

19.1 

22.1 

21.7 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度(n=2,631)

平成22年度(n=2,067)

平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,626)

平成18年度(n=1,890)

平成15年度(n=1,244)

平成14年度(n=1,185)

平成13年度(n=1,236)

満足している まあ満足している どちらともいえない あまり満足していない 全く満足していない わからない・無回答  
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4-2. 国の環境行政に対して今後求めること（問 4-2） 

図表 15 国の環境行政に対して今後求めること 

50.1
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43.3

33.3

37.7

32.3

24.4

26.8

34.2

34.5

32.6

28.6

24.8

33.2

4.6

53.1 

34.2 

46.1 

34.8 

39.1 

36.1 

26.4 

29.4 

35.9 

37.1 

29.7 

27.5 

26.7 

36.4 

5.1 

49.2 

57.9 

35.6 

45.3 

34.0 

24.9 

32.8 

37.8 

34.5 

33.9 

26.5 

28.3 

33.5 

5.1 

49.4 

60.6 

45.2 

43.2 

37.9 

26.7 

33.3 

36.2 

30.9 

32.5 

30.2 

31.8 

40.3 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80%

法律等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋の提示（＊1）

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する計画の進行管理の徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

国民・ＮＰＯが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、国民、ＮＰＯ等多様な主体による連携・協働の促

進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向け た取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

地球温暖化等に関する国際交渉におけるリーダーシップの発揮

その他

平成24年度(n=1,110) 平成22年度(n=1,015) 平成21年度(n=762) 平成20年度(n=1,127)

 

 

（＊1） 平成 22 年度から設問追加 
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4-3. 地方公共団体の環境行政への評価（問 4-4） 

図表 16-1 地方公共団体の環境行政への評価 
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10.4 
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7.9 

9.6 

15.6

11.2 

6.6 

20.8 

11.2 

18.2 

19.8 

22.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成24年度(n=2,631)

平成22年度(n=2,067)

平成21年度(n=1,600)

平成20年度(n=2,197)

平成19年度(n=1,627)

平成18年度(n=1,890)

平成15年度(n=1,238)

平成14年度(n=1,182)

満足している まあ満足している どちらともいえない あまり満足していない 全く満足していない わからない・無回答  
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4-3. 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること（問 4-5） 

図表 16-2 地方公共団体の環境行政に対して今後求めること 

47.2
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34
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39

35.1
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23.2

31.2
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27

26.1

13.4
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49.2 

29.1 

37.1 

26.0 

39.8 

37.6 

27.1 
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32.6 

34.3 

26.2 

20.0 

13.2 

3.7 
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42.9 

27.9 

43.6 

40.6 

30.0 

26.3 

29.1 

41.5 

25.5 

22.3 

10.2 

3.9 

49.4 

46.4 

31.8 

40.9 

41.3 

28.2 

25.9 

36.6 

38.0 

27.9 

24.9 

13.8 

5.2 

0% 20% 40% 60%

条例等による環境保全対策制度の強化

環境基本計画による今後の環境政策の理念と道筋

の提示（＊1）

地球温暖化防止、循環型社会形成等に関する計画

の進行管理の徹底

温室効果ガス排出量等の数値目標の厳格化

事業者が行う環境保全の取組に対する支援

住民・ＮＰＯが行う環境保全の取組に対する支援

環境保全活動における事業者、住民、ＮＰＯ等多

様な主体による連携・協働の促進

環境税等のグリーン税制の導入

商品の省エネ度等の環境に関する情報提供

環境教育や普及啓発の推進

環境技術の研究開発力強化に向け た取組推進

公害被害者の救済に向けた取組推進

開発途上国に対する国際協力等の取組推進

その他

平成24年度(n=846) 平成22年度(n=726) 平成21年度(n=714) 平成20年度(n=773)

 

 

（＊1） 平成 22 年度から設問追加 

 


